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◆民間主要企業夏季一時金妥結状況～平成16年～　　11月15日（厚生労働省） 

　・夏季一時金妥結額は810,052円。前年比3.53％増と2年連続の増加。 

◆労働経済動向調査～11月～　　12月2日（厚生労働省）  

 ・常用労働者が「不足」と答えた企業割合から「過剰」と答えた企業割合を引いた常用労働者過不足判断Ｄ．Ｉ．は、プラス

11（8月調査プラス8、5月調査プラス6）と、不足超過幅が2期連続で拡大。 

◆国民経済計算～7-9月期・2次速報～　　12月8日（内閣府）  

 ・実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率は（季調済）前期比で0.1％（年率0.2％）と、2期ぶりのプラス成長。 

 ・実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）が0.2％、財貨・サービスの純輸出（外需）がマイナス0.1％。 

◆雇用動向調査～平成16年上半期～　　12月8日（厚生労働省）  

 ・「教育、学習支援業を除く計」でみると、入職率は9.0％（前年同期8.9％）、離職率は8.8％（同9.4％）と3年ぶりの入

職超過。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

11月11日～12月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

賃金構造基本統計調査（初任給）～平成16年～　　11月25日（厚生労働省） 

～大卒初任給4年ぶり減少～ 
　賃金構造基本統計調査の結果によると、2004年（平成16年）の初任給は、大卒で19万5000円と前年比で1.6％減少
した。高卒では、15万2600円と同0.2％の減少だった。 
　時系列でみると、大卒と高卒の初任給は同様の推移であるが、2003年以降は動きが異なっているのが分かる。特に、
大卒は2003年に1.5％増と増加したのち、2004年は1.6％減少し、2年前の水準に戻っている。 
　この大卒初任給の増減を産業別にみると、2003年（旧産業分類）は「卸売・小売業、飲食店」で5.0％増と大きく
増加し、産業計を引き上げていた。一方、2004年（新産業分類）は、「卸売・小売業」（3.9％減）、「医療・福祉」
（2.7％減）、「教育、学習支援業」（2.0％減）などで減少している。 
 

情報解析部 

初任給の推移（前年比増減） 大卒初任給の増減（産業別、2004年） （％） 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構 
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短時間労働者 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　短時間労働者（パートタイム労働者）については、本誌2004年3月号で取り上げられているように、厚生労働省「毎月勤労統計調査」
「賃金構造基本統計調査」「パートタイム労働者総合実態調査」、総務省「就業構造基本調査」「労働力調査」によって、人数や賃金
などの基本的事項が調査されています。今回は、もう少し労働実態に踏み込んだ調査を紹介したいと思います。 
 
　本年７月、厚生労働省により、パートタイム労働者などについての調査「就業形態の多様化に関する総合実態調査」が公表されま
した。この調査は、いわゆる非正社員の増加の背景や諸問題についての実態を把握し、今後の経済社会構造の変化に的確に対応した
雇用政策立案の基礎資料とすることを目的としており、パートタイム労働者を含めた非正規社員が、調査の対象となっています。 
　主な調査事項としては、（1）事業所に関する事項として、就業形態・性別労働者数、いわゆる非正社員を雇用する理由、制度の適用
状況等、（2）個人に関する事項として、現在の就業形態、就業形態を選択した理由、就業期間、職種、満足度等があります。  
　厚生労働省において、パートタイム労働者の実態が調査されているものとしては、このほかに、雇用動向調査と労働経済動向調査
があります。雇用動向調査においては、パートタイム労働者の移動状況について調査されており、パートタイム労働者の入職・離職
に占める割合といった統計を得ることが可能です。労働経済動向調査は、労働経済の情勢についての事業所の判断を調査するために
行われているものであり、パートタイム労働者の過不足状況が調べられています。 
　なお、雇用動向調査と労働経済動向調査におけるパートタイム労働者の定義は、毎月勤労統計調査のそれと同じく、「１日の所定
労働時間が一般労働者よりも短いか、１週の所定労働日数が少ない者」となっています。 
　また、労働政策研究・研修機構において、企業の経営方針・人事方針等の取組みや労働者の意識・仕事への満足度等を明らかにす
ることを目的として、企業とそこで働く労働者に対し、労働者の働く意欲と雇用管理のあり方に関するアンケート調査「労働者の働
く意欲と雇用管理のあり方に関する調査」を実施しました。この調査も、就業形態の多様化に関する総合実態調査と同様、パートタ
イマーや派遣労働者といった非正社員が調査の対象となっており、パートタイマーを含めた、非正規労働者のメリット・デメリット
や能力開発の重要性と課題といった事項が調査されています。調査結果などについては、Webページ・アドレス
http://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/doko/ h1607/index.htmlをご覧ください。報告書も当機構から発売されています。 
　さらに、総務省「平成12年国勢調査」においても、パートタイマーという表現ではありませんが、就業時間が調査されており、短
時間での就業者の数を知ることができます（図表２）。 
　なお、国勢調査の就業時間は、月末１週間の、実際に仕事をした時間の合計であり、労働力調査と同様に定められています。 
　ほかに、労務行政研究所において、多様化する非正規社員の労働実態を明らかにするために、パートタイマーおよび契約社員につ
いて調査がなされています（労政時報2004年第3639号）。パートタイマー（短時間パート）については、雇用動向調査等と同じく、「正
社員より１日の所定労働時間が短いか、１週の所定労働日数が少ない者」として、雇用（管理）状況が調査されています。 

図表1　非正社員の今後の希望する働き方 
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（注）計には、「希望する今後の働き方」の不明の者を含む。 
資料出所：厚生労働省「平成15年就業形態の多様化に関する総合実態調査」 
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図表2　就業時間、従業上の地位別15歳以上就業者数、平均週間就業時間 

就業者 

42.4 42.4 44.5 28.6 45.7 49.0 41.2 39.4 24.8

総数 
休業者 
１～４時間 
５～９時間 
10～14時間 
15～19時間 
20～24時間 
25～29時間 
30～34時間 
35～39時間 
40～44時間 
45～49時間 
50～54時間 
55～59時間 
60時間以上 

平均週間就業時間 

62,978 
 823 
 331 
 1,152 
 1,589 
 1,686 
 3,241 
 1,698 
 3,846 
 3,943 
 16,602 
 10,509 
 6,409 
 3,345 
 7,696

雇用者 

48,763 
 552 
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 753 
 978 
 1,302 
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 1,331 
 2,749 
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 2,655 
 13,118 
 8,083 
 4,823 
 2,302 
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 364 
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 228 
 549

家庭内職者 

254 
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 8 
 20 
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 36 
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 6 
 4 
 6

資料出所：総務省統計局「平成12年国勢調査」 
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